
暫定支給決定について
平成２０年７月１８日

健康福祉局障害支援課事業支援係
【暫定支給決定とは】
　訓練等給付に係る障害福祉サービス（自立訓練・就労移行・就労継続(A型)）を利用する際、①当該事業の継続
利用についての利用者の最終的な意向の確認、②当該事業の利用が適切かどうかの客観的な判断、を行うため
の期間（暫定支給決定期間）を設定した支給決定のことをいう。

【暫定支給決定対象サービス】
　１　自立訓練（機能訓練・生活訓練）
　２　就労移行支援
　３　就労継続支援（A型）
　※就労継続支援（B型）は対象外

【暫定支給決定期間】
　２ヶ月以内の範囲で区が設定し、受給者証と決定通知に記載します。利用者へは、暫定支給決定期間終了後、
サービス利用継続が適当でないと区が判断した場合に決定を取り消すことがある旨を説明します。

【フローチャート】

利用者

障害福祉サービス事業所等
○自立訓練（機能訓練・生活訓練）

○就労移行
○就労継続（A型））

区

・サービス申請 ・申請受理

・調査 ・調査実施
・スコア判定
・暫定支給決定期間（２ヶ月以内）を含む
　支給決定、記録

・受給者証受理 ・受給者証発行

・契約 ・契約
・アセスメント（1回目）実施

・個別支援計画確認 　※１　個別支援計画（1回目）　作成・交付

・利用開始 ・サービス提供開始

・暫定支給決定期間満了の概ね２週間前
　までに
　※２　アセスメント（2回目）
　※３　支援実績及び評価結果まとめ
　を行い、※１～３を区に提出 ・※１ 個別支援計画書（1回目）

　※２　アセスメント（2回目）　　　　　受理
　※３　支援実績及び評価結果
・サービス継続の要否について判断

・個別支援計画確認 ・個別支援計画（2回目）作成・交付 ・継続要→判断結果について
　事業所に連絡（電話等）、記録

・利用継続 ・サービス提供継続

☆継続不要→他サービス利用について
　 調整し、支給決定を取り消す
☆記録作成

【本支給決定への移行】
　事業者は個別支援計画に従って支援を行い、暫定支給決定期間満了の概ね２週間前までにその支援実績やア
セスメント結果等を区に提出します。区はそれをもとにサービス利用継続の要否について判断し、事業者に結果を
連絡（電話等）してください。

受給者証及び決定通知
にゴム印を押印し、暫
定支給決定期間を記入
します。
記録（１－５等）にも
同様に記入します。

事業所等から提出され
た※１～３等の内容を
確認した上でサービス
継続の要否を判断し、
記録（１－５等）に記
入します。

提出用様式はありません。
各事業所等が作成し、区へ
提出します。
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